
医療的ケア児在宅レスパイト事業委託契約書 

 

宇都宮市医療的ケア児在宅レスパイト事業実施要綱に基づく医療的ケア児在宅レス

パイト事業による医療的ケア児に対する訪問看護の実施について，宇都宮市（以下「甲」

という。）と             （以下「乙」という。）は，次のとおり委託

契約を締結する。 

 

（委託） 

第１条 乙は，本契約の定めるところにより，診療報酬において在宅医療的ケア児訪問

看護・指導料を算定する対象となるもののうち，健康保険法その他の助成制度の適用

対象となる訪問看護の時間を除いた訪問看護を行うものとする。 

第２条 本契約により乙が行う訪問看護は，原則として対象医療的ケア児１人につき１

年度４８時間（令和４年度は２０時間），１日に１回を利用限度とし，１回当たりの

利用時間は１時間以上４時間以内（３０分単位，３０分未満切捨）とする。ただし，

年度途中からの申請の場合は年度内の残月数×４時間を上限とする。また，上限時間

に満たない利用であっても，（契約更新しても）残時間は次年度には繰り越せないも

のとする。 

（委託期間） 

第３条 この契約による委託期間は，令和 年 月 日から令和 年３月３１日までと

する。ただし，本契約の委託期限終了日の１ヵ月前までに甲又は乙のいずれか一方よ

り本契約を更新しない旨の意思表示がないときは，委託期限終了日の翌日から向こう

１年間順次本契約を更新したものと見なすものとする。 

（委託料） 

第４条 乙は，毎月の本事業に係る医療的ケア児の訪問看護に係る主治医の訪問看護指

示書又は訪問看護計画書に変更が生じた場合は，あらかじめ甲に連絡し，医療的ケア

児の保護者等から，これらの書面について甲へ提出依頼を受けた場合は，甲に提出す

ることができる。 

第５条 乙は，翌月の１５日までに，前月分の医療的ケア児別の医療的ケア児在宅レス

パイト事業実績報告書（以下「実績報告書」という。）を甲に提出するものとする。 

第６条 甲は，前条に基づく実績報告書の提出を受けたときは，その日から１０日以内

に内容を検査しなければならない。 

第７条 乙は，前条の検査に合格したときは，前月に実施した訪問看護に係る費用を甲

に請求するものとする。甲は，乙が提出する適法な請求書を受理した日から３０日以

内にその費用を支払うものとする。 

第８条 本契約により乙が実施する訪問看護の費用は別表に定める額とする。 

（支払遅延に対する遅延利息） 

第９条 甲の責めに帰すべき事由により第７条の支払期限までに委託料を乙に支払わ

ない場合は，乙は，未受領金額につき，遅延日数に応じ，政府契約の支払遅延防止等



に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決

定する率で計算した額の遅延利息の支払いを甲に請求することができる。 
（債務不履行の場合の損害金） 

第１０条 乙は，この契約に定める義務を履行しないため，甲に損害を与えたときは，

その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 
（一般的損害）  

第１１条 委託業務の実施中に生じた損害は，乙の負担とする。ただし，その損害が甲

の責めに帰すべき事由による場合は，この限りでない。 
（履行遅滞に対する遅延利息） 

第１２条 乙の責めに帰すべき事由により第３条の履行期間内に業務を完了すること

ができない場合においては，甲は，遅延利息の支払いを乙に請求することができる。 
２ 前項の損害金の額は，業務委託料につき，遅延日数に応じ，政府契約の支払遅延防

止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣

が決定する率で計算した額とする。 
（調査等） 

第１３条 甲は，必要があると認めるときは，乙の訪問看護について書類を閲覧し，説

明を求め，又は報告を徴することができるものとする。 

（秘密の保持） 

第１４条 乙は，委託事業の実施に際して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

（個人情報の保護） 

第１５条 乙は，この契約による業務を処理するための個人情報（個人に関する情報（氏

名，住所，性別，生年月日，本籍地等の基本的な情報はもとより，思想，信条，信仰，

趣味等に関する情報，職業，資格，学歴等に関する情報，収入，財産状態等に関する

情報，健康状態，病歴等に関する情報など個人に関するすべての情報をいう。）であ

って，特定の個人が識別され，又は識別され得るものをいう。）の取扱いについては，

別記１「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

（暴力団員等による不当介入への対応） 

第１６条 乙は，契約の履行に当たって，暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規

定する暴力団員）又は暴力団準構成員及び暴力団関係業者（暴力団員ではないが暴対

法第２条第２号に規定する暴力団と関係を持ちながら，その組織の威力を背景として

暴力的不法行為等を行う者）（以下「暴力団員等」という。）により，不当要求（金

銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこ

れを要求し，又はその要求の方法，態様若しくは程度が社会的に正当なものと認めら

れないものをいう。）又は不当妨害（不法な行為等で，業務履行の障害となるものを

いう。）を受けた場合は，別記２「暴力団員等により不当介入を受けた場合の取扱特

記事項」を遵守しなければならない。 

（契約の解除） 



第１７条 甲は，乙がこの契約に違反したときは，この契約の全部若しくは一部の効力

を停止させ，又は契約を解除することができるものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第１８条 乙は，この契約から生ずる権利又は義務をあらかじめ書面により甲の承諾を

得た場合を除き第三者に譲渡し，若しくは担保の目的に供し，又は引き受けさせては

ならない。ただし，信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭和25年政令第3

50号）第１条の３に規定する金融機関に対して売掛債権を譲渡する場合にあっては，

この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により売掛債権の譲渡を行った場合，甲の対価の支払による弁

済の効力は，甲が，宇都宮市会計規則（平成１７年宇都宮市規則第１１号）第４７条

に基づく確認を行い，支出命令確認の登録を行った時点で生ずるものとする。 

  （変更の届出） 
第１９条 乙は，商号又は名称，代表者，住所，印章その他この契約の当事者としての

事項について，変更が生じたときは，直ちに書面によって，甲に届け出なければなら

ない。 

２ 前項の届出を怠ったため，甲からなされた通知又は送付された書類等が延着し又は

到達しなかった場合には，通常到達すべき時にそれらが到達したものとみなす。 

  （裁判管轄） 

第２０条 この契約について訴訟等を行う場合は，宇都宮市を管轄する地方裁判所又は

簡易裁判所を合意による専属的管轄裁判所とする。 

（信義則） 

第２１条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 

（疑義等の決定） 

第２２条 本契約に定めのない事項及び実施上の疑義が生じた事項については，甲と乙

が協議して定めるものとする。  

 

本契約の締結を証するため，この契約書を２通作成し，両者記名押印の上，各自その

１通を保有するものとする。 

 

 令和  年  月  日 

 

               甲 宇都宮市旭１丁目１番５号 

                                   宇 都 宮 市 

市 長  佐 藤 栄 一 

 

               乙 



 

別 表 

支払対象経費 支払額 

訪問看護ステーション

等医療機関が在宅の医

療的ケア児を訪問して

行う看護（健康保険法

の適用対象となる訪問

看護のうち，健康保険

法その他の助成制度の

適用対象となる訪問看

護の時間を除く）に係

る費用 

次の算式により算定した額とする。 

支払額＝Ａ×７，５００円（１時間当たり単価） 

     ※３０分当たりの単価：３，７５０円 

 

備考 この算式に掲げる記号の意義は，次に定めるとお

りとする。 

 

Ａ 訪問看護ステーション等医療機関が，在宅の利用児

童（医療的ケア児）を対象に，家族に代わって看護を

行う１日当たりの時間から健康保険法の適用対象と

なる訪問看護のうち，健康保険法その他の助成制度の

適用対象となる訪問看護の時間を控除した数。 

ただし，利用児童（医療的ケア児）１人につき，１

年度当たり４８時間（令和４年度については２０時

間）を上限とする。 

※ 年度途中の申請の場合は，利用の決定月からの年
度内の残月数×４時間を利用限度とする。 

※ １日に１回を利用限度とし，１回当たりの利用時
間は１時間以上４時間以内（３０分単位，３０分未
満切捨）とする。 

※ 単価は消費税及び地方消費税を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記１               個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項 

 

  （基本的事項） 

 第１ 乙は，個人情報の保護の重要性を認識し，この契約に係る業務の実施に当たっては，個人

の権利利益を侵害することのないよう，個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

  （秘密の保持） 

 第２ 乙は，この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。

この契約が終了し，又は解除された後においても，同様とする。 

  ２ 乙は，その業務に従事している者に対して，在職中及び退職後においてもこの契約による業

務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならない

こと等の個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。 

  （収集の制限） 

 第３ 乙は，この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは，業務の目的を達成す

るために必要な範囲内で，適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

  （目的外利用及び提供の禁止） 

 第４ 乙は，この契約による業務に関して知り得た個人情報を契約の目的外に利用し，又は第三

者に提供してはならない。 

  （適正管理） 

 第５ 乙は，この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい，滅失及びき損の防止をす

るため，個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

  （複写及び複製の禁止） 

 第６ 乙は，この契約による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資

料等を，甲の承諾なしに複写し，又は複製してはならない。 

  （資料等の返還） 

 第７ 乙は，この契約による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資

料等（当該資料等を複写し，又は複製したものを含む。）は，この業務完了後直ちに甲に返還

しなければならない。ただし，甲が別に指示したときはその指示した方法によるものとする。 

  （資料等の廃棄等） 

 第８ 乙は，この契約による業務を処理するために自らが収集し，又は作成した個人情報を使用

する必要がなくなった場合は，個人情報が記録された資料等を速やかに廃棄し，又は甲に引き

渡すものとする。ただし，甲が別に指示したときは，その指示した方法によるものとする。 

  （再委託の禁止） 

 第９ 乙は，甲が承諾した場合を除き，個人情報を取り扱う業務については自ら行い，第三者に

その扱いを委託してはならない。 

 ２ 乙は，甲の承諾により第三者に個人情報を取り扱う業務を再委託する場合には，甲が乙に対

して求めた個人情報の保護に必要な措置と同様の措置を当該第三者に求めるものとする。 

   

 



（事故発生時における報告） 

 第１０ 乙は，この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ，又は生じるおそれのあること

を知ったときは，速やかに甲に報告し，甲の指示に従わなければならない。 

  （調査） 

 第１１ 甲は，乙がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報の取扱状態に

ついて，随時に調査することができる。 

  （指示） 

 第１２ 甲は，乙がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報について，そ

の取扱いが不適当と認められるときは，乙に対して必要な指示を行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記２   暴力団員等により不当介入を受けた場合の取扱特記事項 

 

 １ 乙は，本契約の履行において，暴力団員，暴力団準構成員及び暴力団関係業者（以下，「暴

力団員等」という。）による不当要求及び不当妨害（以下「不当介入」という。）を受けた場

合は，断固としてこれを拒否するとともに，不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行

い，捜査上必要な協力を行うこと。 

 

 ２ 上記１に掲げる規定により警察に通報を行い，捜査上必要な協力を行った場合には，速やか

にその内容を書面により甲に報告すること。 

 

 ３ 本契約において，暴力団員等により不当介入を受けたことにより，履行に遅れが生じるなど

の被害が発生した場合には，乙は，甲と協議を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


